
平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

6.0

秘書広報課長
渋谷　千春

5.0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） ---

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

---

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

150

秘書広報課長
渋谷　千春

142

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 104

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

93

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

秘書広報課長
渋谷　千春

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ ■ その他（官民協働事業  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（              ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

秘書広報課長
渋谷　千春

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ ■ 対象(平成２４年度）
増加を目
指す指標

100

根拠
法令
等

小平市
目的
・

意図
東村山市 清瀬市

廃止予定
の有無

西東京市

暮らしの便利帳発
行事業

報道機関情報提供
事業

01-02-03

01-02-02

秘書広報課
広報係

01-02-01

秘書広報課
広報係

情報コーナー整備
事業

秘書広報課
広報係

01-02-04

秘書広報課
広報係

広報発行事業

　制度改正の
余地がある 　

達成度 　

効率性 3

給付
事業

---

効率性

52,239 16,739 16,739

発行部数
／世帯数
（％） 説明：発行部数と編集に係る作業量も大

きな変化はなかった。

539

説明：各部署に閲覧資料の提出を周知
し、情報コーナーの整理を行うことで、
情報を増やし見やすくすることができ
る。

3 達成度 　

説明：資料を増やし定期的に資料を整理
することで、情報コーナーの利用を増や
したい。

終期

対象

市民等

提供する
資料の件
数（件） ---

 直営
（委託無）

外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
事業
内容
・

活動
手段

会議開催、審議会等の答申・
報告書、予算書、決算書など
の情報を市役所２階の市政情
報コーナーで提供するととも
に、閲覧できる図書の目録を
整備。

市民等が市政情報を知る。

対象

横出し

拡大

総合評価（課題・方向性）：市民に
とって、市政がより身近なものとして
感じられ、また、正確で分かりやすい
情報が容易に得られるよう、市政情報
を管理し、情報コーナーへ提供を行い
たい。多くの資料から検索が必要な場
合などは、ホームページの機能で補完
することになる。

財政健全経営計画
実行プラン

上乗せ

該当
給付
事業

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

補助
金

指定
管理

一部
委託

全部
委託

774

---

696 0

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

効率性

新規で整
備した資
料数／提
供する資
料数
（％）

29年度の方向性
努力義務的
(法律・政令等)

539

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性

676 676 ---

664 664

0

0

拡大

64 0 372 372 5,813

説明：各部署にプレスリリースを出すこ
とへの意識を持ってもらうことにより、
件数を増やすことができる。

総合評価（課題・方向性）：報道機関
への情報提供は、定期的なもののほ
か、イベント情報などを発信した。シ
ティーセールスの有効な手段として、
報道機関の活用は欠かすことができな
い。年々、発信件数は増加傾向である
が、今後も各部署へ働きかけ、拡大し
ていきたい。

事業
内容
・

活動
手段

記者会見及びＦＡＸによる情
報提供

掲載回数
（回）

364 364 5,871
説明：プレスリリース件数は前年度とほ
ぼ同じのため、効率性に大きな変化はな
い。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

各社に情報を提供し、その情
報を正確に掲載または放送し
てもらうことによって市民が
情報を得られる。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市内を配布地域及び放送エリ
アにしている新聞社・放送局
及び市民

プレスリ
リース数
（件）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

305

該当

上乗せ 横出し

62 0

上乗せ

達成度 　

廃止予定
の有無

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

48 0 305

横出し

6,354
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

全世帯及び転入世帯に配布

配布数
（部）

0

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

財政健全経営計画
実行プラン

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

3,256 0 39 39 12

説明：転入時に市民課で渡す資料の中に
入れることで配布漏れがない。転入者は
市での生活に必要な情報に詳しくないた
め、配布は必要である。

総合評価（課題・方向性）：官民協働
事業の採用により、印刷及び配布経費
を執行せず、２７年度は転入者に配布
を行った。行政情報の変更等を考慮し
２年に１回改訂版を発行しているが、
２７年度は改訂の年ではないため配布
のみであった。

事業
内容
・

活動
手段

官民協働事業により公費を負
担せず、転入者向けに配布を
行った。また、隔年発行のた
め、２７年度は制作を行って
いない。

対象 外部評価

634 211

効率性 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：隔年発行のため２７年度は制作の
作業が無く、配布のみのためトータルコ
ストが減っている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市民が暮らしの便利帳を通じ
て市政情報を知る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

3,006 0

5
2,931 1,014 1,014 346

配布数／
転入世帯
（％）

634

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

上乗せ 横出し

終期

対象

10,478

全世帯

発行部数
（部）

現状維持

53,045 16,376 16,376 10,332 26,708 503

説明：全世帯に配布できており、主要な
公共施設にも配置している。また、ホー
ムページからもＰＤＦ版が閲覧できる。

総合評価（課題・方向性）：市民へ情
報を提供するツールとして広報発行事
務の必要性・有効性は高い。印刷物を
全戸配布する現行の方法には「現行の
締切が１カ月前、最終校正が１週間前
が限度であり、タイムリーな記事の掲
載が困難である」という課題がある。
ホームページの充実を図ることによ
り、情報の更新を随時行うことで、本
事業を補完したい。

事業
内容
・

活動
手段 52,550

清瀬市

17,219 27,444 522

レイアウト編集、印刷は業者
委託で約５万３０００部／号
を発行。月２回（１月のみ１
回）の定期号と適宜臨時号を
発行。通常８頁、２色刷り。
シルバー人材センター・福祉
団体が市内全世帯に配布。

業務フローに改
善の余地がある

市民が行政情報（市民情報を
含む）を知り、市政への関心
を高める。

小平市 東村山市

29年度の方向性

17,219 10,225
3

根拠
法令
等

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

西東京市
目的
・

意図

廃止予定
の有無

52127,217

01-02

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

市民と行政の情報共有市民と行政の協働によるまちづくり

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

計画を推進していくために 施策番号・名 01

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

01-02

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

市民と行政の情報共有市民と行政の協働によるまちづくり

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

計画を推進していくために 施策番号・名 01

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

秘書広報課長
渋谷　千春

100.0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

秘書広報課長
渋谷　千春

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

秘書広報課長
渋谷　千春

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

01-02-08

総務課
法務・文書担当

告示等審査事務

01-02-06

01-02-07

01-02-05

市案内図発行事業

秘書広報課
広報係

ホームページ運営
事業

秘書広報課
広報係

秘書広報課
広報係

声の広報事業

横出し

156

177

147

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

事業
内容
・

活動
手段

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

総合評価（課題・方向性）：引き続き
的確な審査に取り組む。

事務事業を主管する各課から
提出された告示について、決
裁権者の決裁を受ける前に、
用字用語、書式について審査
する。

0 294 294 1,882

効率性 達成度

0 297 297 1,678

説明：２７年度当初に告示を行うべき事
務に漏れがあった。例年行う告示につい
ては総務課で整理し、各課への注意喚起
を行うことで告示漏れの防止策となる。

　

説明：法令に基づく告示行為の形式審査
である。

業務フローに改
善の余地がある

0

0 304 304 2,069

0

0

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

公表される告示等

審査した
告示の件
数(件)

地方自治法、（市）公告式条例

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

行政
補完的

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

転入者や希望者が市の見どこ
ろなどの情報を知り、市政へ
の関心を高める。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

市民が自分の意見等を行政に
伝えられるよう、市政情報の
確実な提供を担保し、計画行
政の推進を図る。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等) 　

4

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

79

文字による情報入手が困難な
市民等

財政健全経営計画
実行プラン

対象

目的
・

意図

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

2 達成度 　

説明：発行枚数と編集に係る作業量も大
きな変化はなかった。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

文字による情報入手が困難な
市民等が市政情報を知る。

小平市 東村山市

496 48

496 79 769 848 1,710

48 769 817 1,647

 直営
（委託無）

全部
委託

拡大

454 62 62 769 831 1,830

説明：声の広報があることについて周知
することにより、利用者が増える。点字
の広報を発行していないため、声の広報
は必要である。

総合評価（課題・方向性）：デイジー
版のほかに、ホームページへ音声デー
タを掲載している。データの掲載方法
などを工夫し、利用者を増やしたい。

事業
内容
・

活動
手段

ボランティア団体の協力のも
と、広報紙の内容をＣＤに録
音し、作成されたデイジー図
書を利用者へ郵送している。
また、中央図書館では貸し出
し用として置いている。

声の広報
ＣＤ発行
数／声の
広報利用
者延べ人
数（％）

清瀬市 西東京市

外部評価

一部
委託

指定
管理

29年度の方向性

効率性

補助
金

☑

横出し

815,770 16,441 16,441 5,113 21,554 26

効率性 5

業務フローに改
善の余地がある

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

声の広報
ＣＤ発行
数（枚）

終期

対象

市民及びインターネット閲覧
者

アクセス
件数
（件）

政策的

3,619 5,239

341

制度改正の
余地がある

3,619

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 拡大

962,401 2,914 2,914 3,131 6,045 6

説明：各部署においてコンテンツを充実
することで、アクセス数の増加する。
ページ作成等について研修を行うことで
改善が見込まれる。

総合評価（課題・方向性）：市の情報
をいつでも、どこでも、だれでも入手
するための媒体の一つとして、ホーム
ページは有効な手段であり、広報紙を
補完する役割を果たしている。コンテ
ンツを充実し、アクセス数を増やした
い。

事業
内容
・

活動
手段

インターネットを利用して市
政情報の発信を行う。２７年
度からＣＭＳによる運用を
行っている。該当

上乗せ 達成度

業務フローに改
善の余地がある

廃止予定
の有無

説明：ＣＭＳを導入しページ作成を各部
署で行えるようになったことと、ＣＭＳ
導入のための作業が終わったためコスト
が減っている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

8,858 11
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

目的
・

意図

市民が行政情報を知り、市政
への関心を高める。また、市
民生活に直結する情報を「い
つでも」「どこでも」「誰で
も」得られることで市民生活
の利便性を高める。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

802,024

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

転入者（世帯）・希望者

配布部数
(部)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

3,256 292 292 355 647 199

説明：転入時に市民課で渡す資料の中に
入れることで配布漏れがない。転入者は
市内の地理に詳しくないため、配布は必
要である。

総合評価（課題・方向性）：実用的な
地図のほかに、市内の見どころなどを
表示するなど、シティーセールスの
ツールの一つとして有効である。

事業
内容
・

活動
手段

Ａ１判両面に地図や見どころ
などの情報を掲載したもの
を、転入者には市民課で、暮
らしの便利帳とともに無料配
布。また、希望者には生活文
化課で有償頒布している。１
部１００円。

配布部数
／転入者
(世帯)数
（％）

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

達成度 　

説明：転入数と編集に係る作業量も大き
な変化はなかった。

232

221

効率性

3,006

2,931 292
3

341 355 696

355 647292

　29年度の方向性 現状維持

　

　

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

01-02

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

市民と行政の情報共有市民と行政の協働によるまちづくり

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

計画を推進していくために 施策番号・名 01

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

生活文化課長
菅原　信

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

0

生活文化課長
菅原　信

5

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 3

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

5

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

2,643

財政課長
秋山　悟

2,403

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

2

一部
委託

全部
委託

 直営
（委託無）

補助
金

指定
管理

対象

上乗せ

東村山市 清瀬市

廃止予定
の有無

西東京市

該当
給付
事業

(ホーム
ページア
クセス数)

事業
内容
・

活動
手段

15

外部評価

横出し

小平市

532

説明：新公会計制度の導入により決算書
類の増加が見込まれ、公表事務の内容も
検討していく必要が考えられる。また、
あわせて市民に分かりやすい財政公表に
努めていく。

効率性

地方自治法第219条
地方自治法第243条の3
地方公共団体財政健全化法第3条
東久留米市財政状況の公表に関する条例

根拠
法令
等

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

義務的
(法律・政令等)

2

2

総合評価（課題・方向性）：地方自治
法により年2回の財政状況の公表が義
務付けられており、引き続き事業を行
う必要がある。また、市民へより分か
りやすく公開する責務もあること、新
公会計制度への対応で財務書類等の情
報整理をしなければならないことから
拡大の方向性となる。

3 達成度 　

説明：人件費の減少により単位当たりコ
ストが減少となったが、昨年度と比べ大
きく減少していないため３となった。

拡大
業務フローに改
善の余地がある

29年度の方向性☑ 制度改正の
余地がある 　

財政健全経営計画
実行プラン

01-02-12

財政課

財政公表事務
市民の知る権利、透明性、市民の意見
及び理解と協力を得ることを念頭に、
市民に財政運営方針、その動向かつ現
状や問題点等を解り易く、正確、的確
に公表する。（基本的公表事項は、予
算執行状況、市民負担概況、公営企業
状況、財産、公債費現在高、一時借入
金現在高、決算概要、その他資料）

2 507 509 33,933

努力義務的
(法律・政令等)

自主的
(条例・規則等)

495 497 38,2312

40,9232 530

終期

対象 東久留米市民

13
①広報紙掲載（６月、１２月財政状
況、予算概要、決算概要、財政健全化
判断比率4指標）②頒布（予算書、主
要施策の成果）③情報ｺｰﾅｰ設置（閲覧
用）（予算書、予算概要、予算参考資
料、主要施策の成果等予算関係文書）
④ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載（財政状況、決算概
要、決算カード、財政健全化判断比率
4指標、東久留米市の財政分析、財政
に関する情報）⑤財政状況に関する問
合せ（回答）

広 報 紙 、
ホ ー ム
ペ ー ジ に
掲 載 し た
財 政 公 表
数

13

目的
・

意図

制度改正の
余地がある

東村山市 清瀬市 西東京市

9 17

1 108 12,000

説明：行政相談委員法に基づく実施業務
である。

相談が役
に立った
と考えて
いる相談
応募者数
／相談回
数(％)

9 4

効率性 3 達成度 　

説明：相談回数の増減も行っていないこ
とから、経費はほぼ変わらない。

該当

現状維持

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

　

上乗せ 横出し

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

170

現状維持

効率性 5 達成度 　
27 6,334

総合評価（課題・方向性）：総務省か
ら委嘱された行政相談委員３名が、行
政相談を隔月１回実施している。ま
た、行政相談員制度について、理解と
認識を深めていただくため、年３回６
月・８月・１０月に特設行政相談を実
施している。
 行政事務全般にわたり市民からの苦
情や相談を受け、国や地方の行政機関
に意見や要望を行う役割が行政相談委
員である。相談件数は増加している現
状ではないが、相談を求めてくる市民
への需要には応えられている。今後に
ついても事業を継続する。

業務フローに改
善の余地がある

29年度の方向性
業務フローに改
善の余地がある 　

29年度の方向性

17 116 133 14,778

25 6,407 6,432 29,778

説明：CMSの導入に伴い、メールでの質問
等に関しては担当課に直接届くものも多
くなり、回答に係る時間も短縮された。

総合評価（課題・方向性）：市政に対
する市民からの要望や苦情、意見など
を聴取し、それに対して回答や説明を
行うことにより、市民に対する説明責
任を果たすとともに、それらを市政に
反映していくことができるので必要性
は高い。
今後については事業の継続実施ととも
に、複数の方から寄せられる同様のご
意見に関する回答を、ホームページ上
に掲載し、よくある質問への回答とし
て随時公開していきたいと考えてい
る。

206 27

東久留米市市民の声の取扱いに関する要領

216 25

事業
内容
・

活動
手段

ご意見箱（ご意見箱、エコー
テレフォン、エコーファック
ス、メール、手紙、電話、窓
口）を設置し市民の要望、苦
情に答える。

継続案件
となった
件数
（件）

総務省から委嘱された行政相
談委員が、公共機関等の苦
情・要望を市民から聞き、関
係機関に伝え改善を要望して
いく。

9 1

根拠
法令
等

情報公開制度運営
事務

01-02-09

総務課
法務・文書担当

外部評価

70 367 437

業務フローに改
善の余地がある

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

実施機関の職員が職務上作
成、取得した公文書

市民等か
らの開示
請求に対
する処理
件数(件)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市民の知る権利を保障し、情
報公開を総合的に推進するこ
とにより、市民への説明責任
を果たす。小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

41

（市）情報公開条例

40

事業
内容
・

活動
手段

情報公開条例の規定に基づ
き、公文書の開示等の状況を
公表する。開示請求を受け、
実施機関の保有する情報を開
示し、請求者の知る権利の保
障に努めた。電子申請での開
示請求やデジタルカメラ等に
よる撮影も可能である。

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

40 371 411 7,758

総合評価（課題・方向性）：条例等に
則った適切な公文書の管理と、情報開
示及び提供の充実を図る。

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

41 380 421 15,045
財政健全経営計画

実行プラン
対象

達成度

48

28

53

効率性 4

説明：開示請求件数は増加したが、審査
会に諮る事項は少なかった。

説明：条例等に則り適切な情報開示等の
手続きを行っている。

9,10370
　

生活文化課
市民相談・施設係

行政相談事業

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 市民

相談回数
(回)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市

01-02-10

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

行政相談委員法

行政
補完的

事業
内容
・

活動
手段

行政相談

政策的

自主的
(条例・規則等)

107

4 102 106 11,778

01-02-11

生活文化課
市民相談・施設係

ご意見箱設置事業

廃止予定
の有無

説明：経費についてはメールでの回答が
多くなり、事務に要する時間数の減少に
繋がっている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

自分の出した要望・苦情に対
して回答が入ることにより、
市政への参加意識と共に、市
への愛着が高まる。また、市
も参考となる意見は市政に反
映させることができる。

27 6,566 6,593

　制度改正の
余地がある 　

32,005
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

6,361 37,418

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

終期

対象

市民

質問・要
望・苦情
受付件数
(件) 27

東久留米市


